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第８次三重県医療計画策定のスケジュール（案）について 

 

現行の第７次三重県医療計画の計画期間は令和６（2024）年３月 31 日までと

しています。 

次期計画となる第８次三重県医療計画の策定に当たっては、令和５（2023）

年３月末までに国から医療計画策定指針等の通知がされる見込みであり、各通

知等に基づいて、令和５（2023）年度に３回程度、各関係部会・協議会等を開催

し、令和６（2024）年２月を目途に取りまとめを行う予定です。 

 

１ ５疾病・６事業等＊検討内容 

○ 各疾病・事業圏域 

○ 現状・課題 

○ 数値目標・施策 等 

 

＊５疾病６事業等 

  がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患の５疾病、 

救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療 

(小児救急医療を含む)、新興感染症発生・まん延時における医療の６事業

および在宅医療 

 

２ 次期計画の計画期間 

令和６（2024）年度から令和 11（2029）年度までの６年間 

（令和８（2026）年度中に必要な中間見直しを実施） 

 

３ 第８次三重県医療計画策定に向けたスケジュール（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 三重県医療審議会小児医療部会（仮称）の設置について 

 三重県小児医療懇話会を廃止し、新たに三重県医療審議会小児医療部会を設

置する予定です。 

資料４ 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

意見聴取

医療審議会

関係部会

協議会等

令和４年度 令和５年度

第２回会議
第１回会議

（方向性の検討等）
第２回会議
（中間案）

第３回会議
（最終案）

第１回会議 第２回会議 第３回会議

パブリックコメント、市町、

保険者協議会等への意見聴取

※ 部会等によって開催時期・回数の変動あり
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令和４年 12 月 28 日第８次医療計画等に関する検討会 

「第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ」（抜粋） 

 

小児医療（小児救急医療を含む。） 

① 見直しの方向性 

○ 小児患者が救急も含めて医療を確保できるよう医療圏を設定すると

ともに、地域の小児科診療所の役割・機能を推進する。 

○ 保健・福祉分野の支援や周産期医療との連携を含む、小児に関わる幅

広い課題の検討に専門人材等も参画し、小児医療に関する協議会を活用

する。 

○ 医療的ケア児を含め、地域の子どもの健やかな成育が推進できるよう、

支援体制を確保する。 

○ 保護者への支援のため、子ども医療電話相談事業（♯8000）を推進す

る。 

○ 小児医療、特に新生児医療に携わる医師の勤務環境の改善を進めつつ、

医療機関・機能の集約化・重点化を進める 

○ 新興感染症の発生・まん延時に備えた小児医療体制を整備する。 

 

② 具体的な内容 

（小児医療圏の設定、医療機能の明確化等による医療の確保） 

○ 第８次医療計画の策定に当たっては、第７次医療計画中間見直しの際

に示された方針に従って、周産期医療圏との連携のもと、小児医療圏と

小児救急医療圏を一本化する。一本化に当たっては、小児救急患者を常

時診療可能な体制がとれるよう留意する。 

○ 一般小児医療機能を担う小児科診療所は、地域における医療と保健、

福祉、教育との橋渡しの役割・機能を担っており、小児医療に関する協

議会の活用などを通じ、その役割・機能を推進する。 

○ 集約化・重点化によりアクセスが悪化する地域に居住する小児に対す

る医療の確保のため、オンライン診療について検討する。その際には、

対面診療を適切に組み合わせて行うことが求められることに留意する。 

（小児医療に関する協議会） 

○ 構成員には、地域の小児医療に携わる医師、看護師を含むことを基本

とし、周産期医療との連携の観点から助産師の参画を検討する。また、

医療的ケア児や被虐待児等福祉が必要な児の成育に関する必要な対策

を検討する観点から、児童福祉関係者や学校・教育関係者の参画を検討

する。さらに、地域の実情に応じ歯科医師、薬剤師、保健師等必要な職

種その他の関係者の参画を検討する。 

○ 小児の外傷、熱傷等小児科以外の診療科と連携が必要な領域を含む、

小児医療に関する事項についても幅広く協議する。 
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○ 小児医療については、出生後の児を円滑に周産期医療から引き継ぐ観

点から、周産期医療と強く結びつく必要があるため、「小児医療に関す

る協議会」と「周産期医療に関する協議会」との合同開催等を通じ、互

いの情報連携を進める。 

○ 協議会は少なくとも年１回、必要に応じて年に複数回、定期又は臨時

で開催する。また、必要に応じオンラインで開催する。 

（医療的ケア児への支援） 

○ 医療的ケア児が入院する医療機関は、地域全体で取り組まれている、

医療的ケア児支援センターを中心とした、医療的ケア児及びその家族へ

の支援体制に参画する。 

○ 医療的ケア児が入院する医療機関は、児の入院後、現在の病状及び今

後予想される状態等について家族等と話し合いを開始し、退院後の療養

上必要な事項について説明するとともに、転院・退院後の療養生活を担

う医療機関や訪問看護ステーション等との連絡や調整、福祉サービスの

導入に係る支援等を行う体制を整える。また、退院後の医療的ケア児の

緊急入院に対応できる体制を整備する。 

○ 保護者の負担を軽減するため、日中一時支援事業を活用し、レスパイ

トの受け入れ体制等の医療体制を整備する。 

（子どもの成育に関する保健・教育・福祉との連携） 

○ 小児医療に関する協議会の構成員として、地域の小児医療に携わる医

師、看護師を含む事を基本とし、周産期医療との連携の観点から助産師

の参画、また、医療だけでなく、保健・教育・福祉にわたり、子どもた

ちの成育について広く協議する為に、児童福祉関係者や学校・教育関係

者の参画を検討する。さらに、地域の実情に応じ歯科医師、薬剤師、保

健師等必要な職種その他の関係者の参画を検討する。（再掲） 

○ 地域で子どもの心の問題や児童虐待への医療・保健福祉の連携体制を

構築し（子どもの心の診療ネットワーク事業や児童虐待防止医療ネット

ワーク事業の実施など）、医療機関においては、これらに参画する。ま

た、市町村が開催する要保護児童対策地域協議会への参加や、不適切な

養育等が疑われる小児患者に対する支援体制の整備の実施について、検

討する。 

（子ども医療電話相談事業（♯8000）の対応状況） 

○ ♯8000 について、応答率等を確認し、回線数を増やすなどの改善の

必要性を適宜検討する。 

○ ♯8000 対応者研修事業を活用し、相談者への応対の質の向上を図る。 

○ 都道府県は、相談体制を補完するものとして、信頼できる小児救急に

関するウェブ情報（こどもの救急、教えて！ドクター等）についても積

極的に周知を行う。 
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（医師の勤務環境の改善） 

○ 小児医療、特に新生児医療に携わる医師の勤務環境の改善のため、労

務管理等の働き方改革を進めつつ、地域において必要な小児医療を維

持・確保することを目的として、地域医療構想や医師確保計画との整合

性にも留意しながら、医療機関・機能の集約化・重点化や小児科の医師

偏在対策を検討する。 

（新興感染症の発生・まん延時の小児医療体制） 

○ 新興感染症の発生・まん延時においても、地域で小児医療を確保する

ため、感染症の罹患又は罹患が疑われる小児に対して救急医療を含む小

児診療を実施する医療機関をあらかじめ協議する。 

○ 適切に小児のトリアージや入院等に係るコーディネートを行う災害

時小児周産期リエゾン等の人材を、災害時小児周産期リエゾン養成研修

事業を活用し養成するとともに、平時からその活用について検討する。 

○ 新興感染症の発生・まん延時に対面診療が困難となる場合に備えて、

平時からオンライン診療の導入について検討する。 

 

③ 指針の見直し（案） 

・ 子ども医療電話相談の応答率 

・ 在宅小児の緊急入院に対応している医療機関数 

・ 在宅医療を担う医療機関と入院医療機関が共同して在宅での療養上必

要な説明及び指導を行っている医療機関数 

・ 退院支援を受けた NICU・GCU 入院児数 

 


